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P はポイント、BSI は景況判断指数

国　　　　　　内 県　　　　　　内

３日 １～３月期設備投資、10四半期連続前年同期比増加

財務省は、2019年１～３月期の法人企業統計で、金融・保険業を除

く全産業の設備投資が前年同期比6.1％増の15兆6,763億円と発表。

７日 来春卒業予定大学生就職内定率、既に７割

（株）リクルートキャリア（東京都）は、2020年に卒業予定

の大学生の就職内定率が、６月１日時点で70.3％と発表。

７日 ４月の一致指数（速報値101.9）は前月比 0.8P上昇

内閣府の発表による景気の現状を示す一致指数は、前月

比上昇したが、基調判断は「悪化」で２カ月連続据置き。

７日 18 年出生率、３年連続前年比低下

厚生労働省は、2018年の人口動態統計（概数）で、

合計特殊出生率が前年比0.01P低下の1.42と発表。

７日 ４月家計消費支出、５カ月連続前年同月比増加

総務省は、４月の家計調査で、２人以上の世帯の消費支

出が30万1,136円で、実質で前年同月比1.3％増と発表。

10日 ４月国際収支、58 カ月連続経常黒字

財務省は、4月の国際収支速報で、経常収支の黒字

額が前年同月比9.5％減の１兆7,074億円と発表。

10日 ５月街角景気、２カ月ぶりに前月比悪化

内閣府は、５月の景気ウォッチャー調査で、街角の現状判

断指数（季節調整値）が前月比1.2P 低下の44.1と発表。

11日 大手企業の夏の賞与、２年ぶり昨年夏比減額

経団連は、大手企業の夏の賞与・一時金の第１回集計で、組合

員の平均妥結額が昨年夏比2.52％減の97万1,777円と発表。

12日 ４月機械受注、３カ月連続前月比プラス

内閣府は、４月の機械受注統計（季節調整値）で、「船舶・電力

を除く民需」の受注額が、前月比5.2％増の9,137億円と発表。

13日 ４～６月期大企業景況感、２四半期連続マイナス

財務省と内閣府は、４～６月期の法人企業景気予測

調査で、大企業の全産業のBSIがマイナス3.7と発表。

19日 ５月貿易収支、４カ月ぶり赤字

財務省は５月の貿易統計（速報、通関ベース）で、輸出から

輸入を差し引いた貿易収支が、9,671億円の赤字と発表。

20日 日銀、大規模金融緩和策を維持

日銀は、金融政策決定会合で、短期金利をマイナス0.1％、長

期金利を０％程度に誘導する金融緩和策の現状維持を決定。

27日 18年度末家計金融資産、年度末としては過去最高

日銀は、資金循環統計（速報）で、2018年度末時点の家計が保

有する金融資産が、前年度末比0.3％増の1,835兆円と発表。

27日 18年度国民年金納付率、７年連続前年度比上昇

厚生労働省は、自営業者などが支払う2018年度の国民年

金保険料の納付率が、前年度比 1.8P増の68.1％と発表。

１日 羽田空港で、新富町の魅力をPR

新富町などは羽田空港で、同町の観光PRや移住促進を図るイベ

ントを開催。町産野菜を販売するなどして同町の魅力をアピール。

５日 ６月県内金融経済概況、判断据え置き

日銀宮崎事務所は、６月の県内金融経済概況で、全体の

景気判断を「緩やかな回復を続けている」と据え置き。

５日 宮崎南高と宮崎大、連携協定を締結

県立宮崎南高校（宮崎市）と宮崎大学は、本県

に根差す人材育成を目的に、連携協定を締結。

６日 18年度本県農水産物輸出額、過去最高を更新

県は、2018年度の本県農水産物の海外輸出額が、

前年度比19％増の55億4,430万円（確定値）と発表。

７日 18年県内新規就農者数、２年連続400人超え

県の農業経営支援課は、2018年に新たに県内で

就農した人数が、前年比４人減の402人と発表。

７日 18年本県の出生率、全国で３番目に高い

厚生労働省は、2018年の人口動態統計（概数）で、本県

の合計特殊出生率が前年比0.01P低下の1.72と発表。

10日 日機装、本県に生産集約

日機装（株）（東京都）は、全国に４カ所ある生産、開発拠点を大幅に

再編し、生産の多くを宮崎日機装（株）（宮崎市）に集約すると発表。

11日 県と就職情報会社、連結協定を締結

県は、就職情報会社（株）マイナビ（東京都）と、農業に携わ

る人材の確保につなげる事を目的に、連携協定を締結。

13日 ４～６月期県内企業景況感、２四半期ぶり改善

宮崎財務事務所は、４～６月期の法人企業景気予測調査で、

本県の全産業のBSIが前期比11.2P改善のプラス6.0と発表。

13日 宮崎市、中国・青島市と経済協力で覚書締結

宮崎市は中国・青島市と、貿易の促進や人的交流な

どに取組む「経済協力パートナー」の覚書を締結。

14日 諸塚村、議員報酬を月額6,000円引上げ

諸塚村は、６月定例会本会議で、議員のなり手不足解消のため議員

報酬を月額６千円引上げ、19万４千円とする条例改正案を可決。

20日 高原町と県立看護大、連携協定を締結

高原町と宮崎県立看護大学は、地域の発展と人材の育

成に寄与することを目的に、包括的な連携協定を締結。

26日 新名称は、宮崎第一信金

来年１月をめどに合併する宮崎都城信用金庫（宮崎市）と南郷信用金

庫（日南市）は、合併後の新名称を「宮崎第一信用金庫」にすると発表。

28日 県内公務員に、夏のボーナス支給

県内の公務員に夏の賞与が支給された。県職員全体（特別職を

除く）の平均支給額は前年比4.78％増の76万8,198円と発表。


